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三重県地域少子化対策強化計画について 
 

１ 策定の背景 
「みえ県民意識調査」の結果によると、県民の幸福感は、未婚者より既婚者が高く、

既婚者では子どもがいる方が高く、さらに子どもの数が多いほど高くなっています。し

かし、同調査において、理想の子どもの数が２．５人に対し、実際の子どもの数は１．

７人にとどまっていることや、全国的な調査では未婚者の約９割が将来結婚する意思が

あると答えるなど、理想と現実のギャップが生じており、様々な事情により結婚や子ど

もを持つことについて希望が叶わない現実があります。このギャップの要因となってい

る課題を解消し、県民の幸福実感を高めていくことが求められています。 

一方、少子化の進展は、我が国の社会経済システムや地域のあり方に大きな影響を及

ぼす社会的課題です。平成２年の「1.57 ショック」を契機に、国は子どもを産み育てや

すい環境づくりに向けての対策の検討を始め、現在の少子化対策に至っているところで

すが、我が国の少子化に歯止めがかかることなく、20 年以上の年月が経過したところで

す。20 年かけてようやく成果がでるといわれている少子化対策において、今、抜本的な

対策の強化をやらなければ手遅れになってしまうとの危機感があります。 

また、全国知事会においても、はじめて少子化対策に関する議論がなされ、全国的な

動きにもなっています。 

このような今だからこそ、本県では、県民の方が結婚や出産・子育てに希望がもてる

三重をめざして、少子化対策に関して、今後取り組むこととしている新たな対策を「三

重県地域少子化対策強化計画」として策定するものです。 
 

２ 計画の位置付け 
本計画では、「子ども・思春期」、「結婚」、「妊娠・出産」、「子育て」のライフステージ

ごとに、働き方も含めた課題と現場のニーズ等について、「地方目線」、「当事者目線」                   

にて整理し、県民の希望が叶えられるよう、これまでの取組に加え、新たに切れ目のない

支援を行うこととしています。 

なお、本計画は、三重県が今後新たに取り組もうとしている少子化対策に関する事業で、

平成 26 年度予算（新規・拡充等）案及び平成 25 年度補正予算案を財源とする事業をまと

めたものであるとともに、国の地域少子化対策強化交付金※交付要領に基づく事業計画と

して位置づけています。 
 
注）今後、県議会での予算審議、国との協議等を踏まえ、修正する可能性があります。  
 
 
 
※地域少⼦化対策強化交付⾦ 
誰もが安心して、結婚・妊娠・出産・育児ができる社会の形成に資することを目的として、

結婚・妊娠・出産・育児の「切れ目ない支援」の先駆的な取組である「地域少子化対策強化

事業」を行う地方公共団体を支援するために国が設置する交付金。 
交付金の申請にあたっては、都道府県は、事業計画を策定することとされている。 
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３ 計画の概要 
（１）少子化対策のめざすべき姿 
本県では、「結婚したい人が結婚でき」、「子どもを産みたい人が安心して産み育てら
れる」ように取り組み、県民の幸福実感を高めていくことを少子化対策のめざすべき姿
としています。 

特に、県民の方が結婚や出産・子育てに希望がもてる三重、「みえ出
で
逢いたい・産み 

たい・育てたいスイッチ」をキャッチフレーズとして、ライフステージに応じた課題と
現場のニーズ等を、「地方目線」、「当事者目線」にて洗い出し、これまで行ってきた
取組を強化するほか、新たにポイントとなる取組を加えて、切れ目のない支援を行うこ
ととしています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）計画の期間 

国の交付決定の日から平成 27 年３月 31 日までとしています。 
 

（３）少子化等の背景 
本県の人口や合計特出生率の推移、出生数等を記載するとともに、「子どもの有無と幸
福感の関係」や「結婚していない理由」、「幸福感と理想の子どもの数」との関係などの
三重県での調査結果を記載しています。 
 

（４）課題と現場のニーズ・取組概要 
こうした現状を踏まえ、「子ども・思春期」、「結婚」、「妊娠・出産」、「子育て」のライ
フステージごとに、働き方も含めた課題と現場のニーズ等を整理し、それらを踏まえて
今後新たに取り組もうとする事業（別紙事業一覧参照）を実施することにより、県民の
希望が叶えられるよう、切れ目のない支援を行います。 
 

（５）推進体制 
県庁内に設置した「三重県少子化対策総合推進本部」により、関係部局と連携を図り
ながら、少子化対策を総合的に推進します。 
 また、結婚したい人が結婚でき、子どもを産みたい人が安心して産み育てられる地域
社会づくりをめざして、多様な主体の参画を得ながら「三重県少子化対策推進県民会議
（仮称）」を設置し、少子化の現状や影響等について県民に意識の醸成を図るとともに、
ライフステージに応じた切れ目のない支援が進むように、県民総ぐるみの県民運動を進
めます。  
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（別紙） 三重県地域少子化対策強化計画事業一覧 
項目  事業名 新規・拡充等 

子ども・
思春期 

ライフプラン教育総合推進事業 新 

思春期ライフプラン教育事業 新 

思春期ライフプラン教育啓発事業 新 

結婚 
みえの出逢い支援事業 新 

少子化対策市町創意工夫支援交付金（再掲） 新 

妊娠・出
産 

ＮＩＣＵ等長期入院児在宅移行支援事業 新 

少子化対策周産期医療支援事業 新 

不妊相談・治療支援事業（特定不妊治療費補助金 等） 一部新 

産後ケア事業 新 

母子保健支援者育成事業 新 
健やか親子支援事業（周産期からの支援ネットワーク事業） 新 

子育て 

次世代育成支援特別保育推進事業補助金（低年齢児保育充実事業補助金） 新 

次世代育成支援特別保育推進事業補助金（病児・病後児保育施設整備事業費補助金） 新 

保育士・保育所支援センター事業 一部新 

子ども・子育て支援事業支援計画等策定事業 新 

発達障がい児への支援事業 一部新 

ＣＬＭ小学校低学年版研修モデル事業 新 

ひとり親家庭等日常生活支援委託事業（ひとり親家庭学習支援ボランティア事業） 拡充 

医師確保対策事業（子育て医師等復帰支援事業） 一部新 

看護職員確保対策事業（医療勤務環境改善支援センター事業 等） 新 

小児夜間医療・健康電話相談事業 拡充 

男性の育児参画推進事業 新 

男性の育児参画普及啓発事業 新 

児童虐待法的対応推進事業（法的対応力強化事業） 一部新 

若年層における児童虐待予防事業（妊娠・出産等に関する相談体制の整備） 一部新 

家庭的養護体制充実支援事業（家庭的養護推進計画策定事業） 新 

家庭的養護体制充実支援事業（児童家庭支援センター運営支援事業） 拡充 

働き方 

仕事と家庭が両立できる職場づくり支援事業（地域人づくり事業） 新 

子育て女性の再チャレンジ促進事業（地域人づくり事業） 新 

就職を勝ち取る若者人材育成事業（地域人づくり事業） 新 

少子化対策県民運動等推進事業（再掲） 新 

地域活性化プラン推進事業（次世代育成を図る農村コミュニティ活動創出事業） 一部新 

若者が安心して農業参入できる環境づくり推進事業 新 

新規漁業就業者定着支援事業 新 

マタニティ・ハラスメントのない職場づくり事業 新 

機運の
醸成 

少子化対策市町創意工夫支援交付金 新 

少子化対策連携事業 新 

少子化対策県民運動等推進事業 新 

少子化対策総合ウェブサイト構築事業 新 

みえの少子化対策を考えるフューチャーセンター事業 新 

 


